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1　経済政策の意義
　ボールディング（Kenneth　E．　Boulding）は，政策（policy）につい
て，「特定目的に向け’られた行動を支配する諸原理」（the　principles　that
govern　action　directed　towards　given　ends）1）と定義した。この場合の
“支配する”（govern）は，「主権によって，あるいは，主権を掌握した後
での統治，君臨」を意味するreign，また，「独裁による統治」を意味す
るruleなどの類語であるが，　governは，　reignとかruleの語よりも，
むしろソフトなイメージを与える秩序や福祉などの維持・増進を意味する
ものと解釈できる。
　この政策を研究するには，
　④　目的（われわれの欲するものはなにか）
　⑤　手段（いかにして，それは達成されるか）
　◎　性格（政策に関係する人たちの組織や集団は誰であるか）の三つの
問題点が追求されねぽならない2）。
　ことに，“われわれの欲するものは’七くにか”という目的の究明は，祉会
科学というよりも倫理学や哲学の領域になる。しかし，目的とされている
ことが，別の究極的な「目的への手段」と指摘されるし，また，一・見して
目的に関する議論も，別のより究極的な「目的への手段の選択の問題」に
おぎかえれぽ3），解決は容易化する場合もある。
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　経済政策（economic　policy）は，通常，広狭二義に定義される。広義
における経済政策は「一定の目的達成に向けられる諸手段の効率的利用の
ための方途の選択，すなわち一般に経済的プログラムの編成」4）と定義さ
れ，狭義におけるそれは，「公共的経済政策（public　economic　policy）
のことで，政府の行う経済政策」といわれている。
　一般に，資本主義経済における分権制を基調とする経済体制にあっては，
家庭世帯，企業，政府が経済主体（economic　unit）となり，各種の立場
で計画し，活動を行う。　「個々の家庭世帯」は消費活動の主体となって，
家計収支のバランスを制約条件としながら，効用最大化に努め，「企業」
は生産・流通活動の分野において，ビジネス・ポリシーやマーケティング
政策を遂行して，利潤最大化を目標に進んでゆく。しかし，これらの方
針・計画・活動・政策は私的経済政策（private　economic　policy）の域を
出ないものである。だが，「政府」とか「地方自治体」が経済主体となっ
て，国民経済や世界経済に果たす役割は，全体的な調整機能の遂行にある
ので，「私的」な性格よりも「公共的」性格が強く，「公共的経済政策」
と呼ばれている。
　上述のように，狭義の経済政策が政府による公共経済政策を指すが，そ
れでは，「政府」に代わって，県・市などの地方公共団体による経済政策
や一国の監督的・中枢的立場にある金融機関（例えば，日本銀行）などの
行う経済政策は狭義の経済政策つまり公共的経済政策とみなされる。
　普通，経済組織の共通課題は，経済問題になんらかの“秩序ある解決”
を与えることである5）が，組織の行う「経済的決定」が一元的な中央政府
に集中されるか，あるいは多元的経済計画のもとでの分権が承認されるか
によって，「集権経済」（centralized　economy）と「分権経済」（decentra－
1ized　economy）とに分けられる。
　一般に「集権制」は国民経済全体の管理運営が中央政府の指揮下におか
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れる。これは，市場経済よりも計画経済を最優先とするかってのソ連，東
欧などの社会主義体制下の経済にみられる。いっぽう，「分権制」を基調
とする経済体制においては，個々の経済主体の自主的計画決定により経済
活動の主要部門が展開されていく。現代の資本主義諸国の経済体制がこれ
にあたる。
　ここで注意すべきことは，集権度の水準（程度）から判断して，“純粋”
という「集権制」が存立することができるかという．ことである。またいっ
ぽうの“純粋”といわれる「分権制」が存立しうるかということである。
　共産主義の諸国家による経済体制といえども，純粋な理念型どおりの集
権的計画経済はありえないと考えられるし，自由主義国の経済においても，
100パーセント純粋な分権制の経済体制はみられない6）。
　いまもし，“純粋”な中央集権的計画経済を想定すると，このシステム
のもとでは，すべての経済政策は政府の主導・運営によるものだから，私
的経済政策を許容する余地をのこさないことになる。したがって，純粋集
権制は，さながら一個の奴隷社会にほかならないだろう。
　そして，純粋集権制の対極として想定される純粋分権制は，多数の独立
的経済主体による多数の個別的経済計画が存在するのだから社会的規模の
経済問題解決を直接的に意図し，決定するような中央計画を許容するもの
ではない。個別的経済計画は「その主体である個人または企業の個別的な
目的の達成を目ざし，これに関連性をもつ限りでの局部的データに基づい
て編成される部分計画であるにすぎない」のである。かかる性格をもつ
「個別的経済計画」7）が経済全体になんらかの秩序をもたらすことができ
るかどうかについては，相互調整と全体秩序を保証するに足るだけのメカ
ニズムの機能一例えば，価格機構（price　mechanism）の如き一に依
存されねぽならない。
　本章に述べられる経済政策の対象が資本主義経済であり，しぼしぼ私企
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業体制の分権制を基調とする経済組織であることはいうまでもない。たと
え，自由放任度の高い資本主義国家を考えても，中央計画の全く存在しな
い純粋分権制の経済体制から全体的秩序を引き出すことは不可能で，次に
掲げられるような最小限度の集権的要素の導入が必要だといわれる8）。
　1）　民間経済活動が正常に展開していくための制度的フレイムワークを
維持するという任務が国家権力に委ねられる。財産権の保護と取引の安全
の確保を含む。
　2）　市場経済秩序のミニマムな前提条件の一部として，貨幣および信用
制度を維持する中央の仕事。
　3）　社会資本（社会的共通資本または社会的間接資本＝social　overhead
capita1：SOC）は少なくともある程度まで政府等の公的機関によって建設
される。
H　経済政策の目標
　経済政策の目標（objectives　of　economic　policy）を設定するには，「政
策論の共通性格」としての「政策目標を規定するなんらかの価値判断に従
わねばならない」9）とされる。そしてこの「価値判断」は主観的なもので，
この正当性についての客観性は存在せず，「政策理論の立場から目的一手
段関係における合目的性の評価を認識の課題に掲げるにしても，目的設定
はそれ自体に客観性が欠けている限り，政策理論は個人意見の開陳にとど
まり，学問的認識としての資格を要求しえないのではないか1。）」という。
　これは，今世紀はじめ，社会科学の価値判断と客観性について行われた
価値判断論争にみられる。M．ウェー・ミー（M．　Weber）は“価値判断から
の自由”（Wertfreiheit）を主張し，経済科学としての社会科学が科学的
認識の客観性を保つためには，価値判断から自由でなけれぽならないと主
張するものである。
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　『経済政策原理』の著者，熊谷尚夫教授は「価値判断はもともと主観性
を脱却しがたいもの1P」という観点から「ある一定の政策目標Xを達成す
るために，政策手段yが有効だという政策命題は，原因yの存在するとこ
ろには結果xが生ずるであろうという実証的因果命題の裏返しに過ぎない
……12）vというM．ウェーバーの意見を引用し，経済政策の目標について
「公共福祉増進のために経済的資源の利用効率を高め，またその成果の分
配を公正の理想に近づけることにある……。その意味では“ef〔iciency”
と“equity”とが経済政策の二大目標である13）」と定義している。
　これより先に，ケネス・ボールディングは，経済政策の追求する諸目標
として，
　　経済的進歩（ecOnOmiC　progresS）
　　経済的安定（economic　stability）
　　経済的公正（economic　just呈ce）
　　経済的自由（economic　freedom）
の四つ14）を掲げ，財政政策，金融政策，所得維持政策，国際貿易政策，産
業組織政策，農業政策，労働政策などの諸項目に対する具体的措置の効果
について論述した。
　さて，ボールディングは「経済政策の原理は経済学の原理にほかならな
い」（the　principles　of　economic　policy　are　the　principles　of　econo－
mics）と示唆的かつ含蓄的なことばを述べている15）。この意味はボールデ
ィング自身が主張するように「経済政策の研究は経済の諸原理を解明する
端緒となり，政策と原理とは同一物で，経済政策の原理は経済学の原理16）」
なのである。
　そこで，「望ましい良い経済政策とは，経済学の原理に沿った経済政策」
ということに帰着するが，経済政策が経済原理に基盤をおいたものであ
り，また，それに即応したものでなければならない理由について，次に述
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べられる三つの論点17）をあげることができる。
　（1）現代経済にあっては，経済主体（家計，企業，自治体，政府などの
経済単位）と経済要素（消費，価格，利潤など）との相互関係が複雑に絡
み合っている。例えば，ある特定の税制に政策が適用されて，そこに変化
がみられる場合，課税対象者への直接的影響が及ぶぽかりでなく，消費活
動全般にも，また物価水準にも波及効果がみられることになる。また，特
定製品ないしは産業に対する輸入制限措置は，単に，当該関連企業や産業
に対して直接的影響が及ぶだけでなく，広く国際収支，物価・雇用水準ま
で影響力が及ぶことになる。さらに，それらは必然的に，経済の領域をこ
えて，政治，社会，文化の領域に変化をおこすことになる。したがって，
個別政策の導入に対する評価は整合的な一つの政策体系の中でなされねぽ
ならないのであるが，その評価の方法を“経済学の原理”が示唆すること
になる。
　（2）経済的進歩，安定，公正，自由といった基本的な経済目標は，いつ
の時代にあっても不変であるが，経済の発展状況に対応する基本的な経済
目標の間にすら微妙なプライオリティが存在している。戦後の物資窮乏の
時代に，鉄鋼・石炭への傾斜生産方式に政策重点が求められたが，一転し
て豊富な時代になると目標が複雑になり，投資配分の選択なども困難にな
った。同じ基本的目標の間でも，どこに重点をおくか，優先順位をどうす
るかなどを明確にできるのが経済学の原理である。
　諸目標間には二律背反（antinomy）の関係ないしはトレード・オフ
（trade－off）関係にあるものが多い。「物価安定」と「完全雇用」の二つ
の政策目標間の関係は，まさにトレード・オフであって，「物価を安定さ
せようとすれぽ失業率が高まり，失業率を低あようとすれぽ物価の上昇圧
力が強まる」傾向を示す。そこで，正しい経済学の原理の適用こそ，その
間の最適な選択を可能にすることになる。
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紙く3）人間の欲望に対して，それを充足する労働力，原材料，資本，技術
などの経済的手段・資源が相対的に不足している事実から経済問題の発生
が認められ，そこで経済政策や経済学が成立するのだが，設定された目標
女達成するためには，最小費用で最大効果があげられるよう政策手段を決
定しなけれぽならない。
　政策目標や政策手段の効率（efficiency）の命題は，民間部門にあって
は各個企業が費用・効果の計算を行い，自由競争を通じて市場のメカニズ
ムの中で最善策を採る。公共部門にあっては，社会的公正や基本的サービ
スの確保を考慮しながら，政府自体が費用・効果を計算して最小の国民的
費用をもって最大の社会的効果を期待する政策的手段を示すことになる。
この場合，経済学原理の政策への適用が重要であることは当然である。
皿　経済政策の原理
　経済学原理を政策に結び付けることが形式的にみて大切なことには異論
がない。だが，それは「複雑」で，決して容易な作業ではない。なぜなら
ば，ある特定の経済政策は，本来的な直接的経済効果を生み出すばかりで
なく，政治・社会の領域にまで波及効果がみられるからである。
　「経済学者による新しい政策手段の発見は，重要任務の一つ」と考えら
れるが，政策目標の決定，つまり，どの目標を優先させるかは経済学の任
務ではない18）。それは「世論動向に依存して決定されるべきであり，政治
の問題である19）」とされている。
　ここで，経済学の原理を経済政策に適用することがいかに困難であるか
について考察しよう。「経済学原理を政策に適用することはほとんど応用
ということになり，ストレートでないというむずかしさがある」といわれ
る。例えば，「物価と雇用」とのトレード・オフ関係にあっても，必ずし
もプラス・マイナスの両面効果が比例的に具現されないことがわかる。レ
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イォフ（1ayoff）や時間外労働カットによる企業内での労働力維持を企図
すれば，たとえ「需要減退による操業度低下」がみられても「物価と雇用
の関係」は必ずしも顕現しない20）。また「物価と需要」の関係についてみ
ても，需要減退がかりにあっても，企業の独占的傾向が強化されている限
り，必ずしも価格下落につながらないし，時としてその上昇をみることも
ある。逆に，需要増がみられても，生産性向上が続く限り，価格上昇に帰
着するとはいえない。
　さらに，経済学原理適用の困難な点として，公共部門における費用・効
果の問題をあげることができる。それは近年，政策目標の多面化にともな
って，従来の経済学の概念規定や分析手法では政策目標間の比較秤量をな
すのに不十分となってきた2P。さらに，費用負担と受益者が公共部門では
全面的に一致しない。しかも費用負担能力には限度がある。したがって，
費用・効果分析は重要であるにもかかわらず，その方法論と評価方法が確
立されていないのが現状22）である。混合経済（mixed　economy）におけ
る社会資本の増大・強化の政策分野，社会保障の分野等では，効率決定の
市場メカニズムが首尾よく機能せず“社会的公正”の見地から望ましい結
果をもたらさない場合がみられるのである。
IV　商業政策の意義と役割
　「政府の商業活動に対する関係」23）が商業政策である。周知のように，
商業政策は経済政策（economy　policy）の一部門24）として考えられるから，
商業政策は「商業に対する経済政策」で，その主体と対象は，主体＝政府，
対象＝商業（活動）といえよう。
　本書にいう商業政策は，個々の企業の利益を目的とする特定企業の経営
政策やマーケティング政策を意味するのではなく，国民経済の全体利益を
目的に，実質的に社会におけるマクロ観点からの利益が生じるよう取引制
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限をしたり，社会的，経済的見地から合理化，近代化に向けて諸物価や流
通チャネルを規制したり，終局的には，社会・人類の福祉が招来されるよ
うに立案・運用される政策のことである。したがって，そこには法もしく
はそれに準じる公権力が適用されねばならないから，商業政策は「商業
（活動）に対する強制力の適用」を必須とし，その意味において“公共経
済政策”である。国や政府による政策ではあるが，間接的に各経済主体に
より，副次的，連鎖的に各種の関連政策が実施されることも多いので注意
されねばならないだろう。
　一体，商業政策は経済政策において，どのように位置付けられるのであ
ろうか。これを平野常治教授の所説にみると，「広義の経済政策」はまず
「狭義の経済政策」25）と「分配政策としての社会政策」に分けられる。そ
して「狭義の経済政策」は「生産政策」と「流通政策」により構成され，
生産政策には農業政策，工業政策等が属し，流通政策には商業政策，交通
政策，金融政策等が，また，前記の商業政策に国内商業・国際貿易の諸政
策が属している。
　　　　　　　　　　　　　〔『全訂商業政策概論』三和書房，昭和59年，12版〕
　上記の生産・流通・分配の三つの政策は，「その直接の対象たる“経済
生活の部門”によって」分類されたものである。そして，この三つの政策
のうち，生産政策と流通政策が一元的に“狭義の経済政策”に統合される
のに対して，「分配政策」＝「社会政策」は“狭義の経済政策”と関係せず
別建てに独立して掲げられている。この点に関して，平野教授は「前者
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（生産および流通政策としての経済政策の意）〔（）内は引用者が記入〕は
富の生産の増進と流通の円滑化によって資本の増殖を図る政策であって，
後老（分配政策としての社会政策の意）〔（）内は引用者が記入〕は資本主
義社会の矛盾を緩和するために，資本主義制度のワク内において分配の公
正を図る政策である26）」と両者を区別している。この教授の立場は，政策
を資本主義的再生産過程（生産過程と流通過程を含む）と分配過程（所得
や富の経済主体間への配分）という二つの経済プロセスへ配置したもので
ある。
　同じような捉え方は萩原稔教授にも見られる。教授は〈商業政策の経済
政策における位置付け〉について27），「商業政策は広義の経済政策の一部」
であるとした上で，経済政策は直接政策が施される経済対象から①生産政
策（農林・水産・鉱工業），②流通政策（商業，貿易，交通，金融），③社
会政策（分配，雇用，労働，人口など）に分けられるとして，ほぼ平野教
授の考察と軌を一にされている。
　このように，商業政策と経済政策との関係を分類していく作業は必ずし
も容易ではない。それに，ふつう，生産政策と流通政策が分立すれば，当
然，消費政策が一方で存立すべきだと考えられるのであるが，これは国内
商業政策にふくめて行われるものとして，独立した消費政策はいちおう除
外されている28）。また，土地・建物などの不動産取引業に対する政策，飲
食店・レストラン等のサービス業に対する政策も商業政策にふくまれるも
のと理解してよいだろう。
　さらに，金融政策であるがこれも国内金融政策と対外金融政策に二分さ
れるべきだと思う。「国際経済関係の緊密な現代においては，経済政策は
国家の自主的意思によって決定されるのみではなく，現在の国際連合のよ
うな国家的機関によっても提案され，国際協定によって決定される29）。」
これと同じ意味をもつものとして，近年，目米西独な：ど主要7ヵ国蔵相・
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中央銀行総裁会議（G7）での決定をあげることができる。為替安定を目
的とする共同声明を発表し，政策協調堅持を金融市場にアピールするケー
スである。まさに一国の単独政府による政策決定ではなく，国際的にみて，
’協調的な複数主体による対外金融政策が実行されるのである。
　上述のG7などと同じように「日米構造協議（1989年の日米主脳会議で
決定）」にも注目しなけれぽならない。これは“構造的障壁に関するイニ
’シァティブ”［SII：structual　impediment　initlative］のことで，日米間
の経済政策，貿易・国際収支の調整の障壁となっている構造問題を識別し，
解決を図ろうとする。従って，日本自体の単独的な発意というよりも，協
議対象国のアメリカの指摘により，各種，金融・通商・流通政策などが国
際関係の立場から企画立案されることになる。
　ここで注意されねばならないことは，生産・流通・分配の三政策に分類
されたといっても，明確に分立して機能するといったものではなく，政策
の施行過程において，そのうちの二つないしは三つの政策が交錯して機能
することが間々あるということである。まさに生産政策，流通政策および
分配政策は，三位一体的な密接不可分な関係に立って，いずれも共通目的
に向って一致協力すべきものであって，決して互いに矛盾衝突するもので
はない30）。
　上記の一例を示そう。政府の住宅政策，これは経済政策と見倣すことが
可能であるが，『建築基準法』の緩和規制が実施されると，特別認可をう
　　　　　　　　　　　　　はりけることなく，家屋構造物（梁や柱など）にステンレスが使用されうるこ
とになる。もし，そのような事態になれば，ステンレス需要量は著しく増
加し，それにつれて生産量も著増することが予想される。このことは，政
府の住宅政策（経済政策）において，生産政策と（メーカー部門に対する）
流通政策（ディーラー部門への商業政策）との交錯両立を意味するものと
いえよう。
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　現実の経済政策の運用において，生産，流通・分配政策の各部門が目標
を見違えることなく，立案・実施に当たればよいのだが，往々にして，各
部門が目標を誤って設定し，そのため，円滑に進行しないことも間々みら
れる。これは日本の官庁組織の矛盾性に原因するといわれている。すでに，
物的水準が相当の高さに達し，代わって，福祉・高齢化社会，消費者等の
横断的問題が浮上し，一段と国際化の進む開放体制に移ると，従来の官庁
における「タテ割」3P組織では十分目適応できなくなってきた。そのため，
通産省では「ヨコ割」的要素を加え，官庁の割拠主義から脱出しようと努
力している。
V　商業政策とマーケティング
　英国や米国においてはcommercial　policy，　trade　policyの言葉は，貿
易政策とか通商政策の意味に用いられることが多い。この場合の貿易政策
ないしは通商政策の意味するものは，国家による輸出入の促進や阻止政策
のことで，輸出入の禁止，関税，輸出奨励金，為替管理，輸入割当など当
該国の国際情勢，諸環境に応じた諸問題についてのポリシーをいう。また，
マーケティング政策（marketing　Policy）とかビジネス・ポリシーの語は
よく使用されるが，ともに公共政策（public　po1icy）の意味を表わさない
し，したがって日本やドイツでいう「商業政策」Handelspolitik一いわ
ゆるマクロの一の意味をもつものではない。マーケティング政策は「商
業活動の領域に企業政策を導入しようとしたもの銘）」であり，ビジネス・
ポリシーは「企業の戦略を記述したもの33）」とされている。
　ところで，英国や米国で「商業政策」に対して如何なる言葉で表現され
るかといえぽ，それはPublic　Policyといわれる。公共政策という語に
相違はない。だがPublic　Policyの領域は広く，一体，どの領域・分野
における公共政策であるのか判然としないから，Marketing　and　Public
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PollcyとかPublic　Policy　Issues　in　Marketingといった表現をして，
Public　Policyに対する限定的意味合いを明確にする。
　萩原教授は」．C．　NarverとR．　Savittによる『マーケティング経済』
（丁加1吻7々ε伽gE60πo翅ツ）の1章Marketing　and　Public　Policyを紹
介されている。「マーケティングにおける公共政策はどういうことかをみ
ると，“財およびサービスに対する供給や需要に何らかの影響を与えるよ
うな，連邦・州・あるいは地域というレベルにおけ’る一切の政府による政
策”と定義することができる。この定義は本質的に，需要や供給に一す
なわち市場に一影響を与えるようないかなる政府の政策も，必ずマーケ
ティングに影響を及ぼすということを意味する……隙」と。公共政策のマ
ーケティングに対する影響の必然性，すなわち，「実際には，すべての政
府の経済政策は，ある生産要素，製品あるいはサービスに対する供給や需
要に影響する35）」のであるが，来るべき次の段階において，マーケティン
グは必然的に影響をうけることを述べたものである。
　この章の初めのところで，「政府の商業活動に対する関係」，「商業に対
する経済政策」が商業政策であると規定した。そして，この商業政策が公
共政策の性格をもつが故に，当然，企業やその経営が実施するマーケティ
ング政策やビジネス・ポリシーとは本質的に異なることを述べた。
　だが，さきに掲げたナーバー教授が説くように，経済政策（商業政策を
ふくめて）は販売者，購買者の会合・価格形成・交換関係である市場に影
響し，つづいては個別資本の企業などの果たすマーケティングやその政策
に対しても影響することになる。それゆえ，経済政策（商業政策を含む）
というマクロの公共政策と企業サイドのミクロのマーケティングやその政
策との関連性に注意しなけれぽならないわけである。
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VI　国内商業政策の変遷
　1　戦争下の商業政策
　戦争目的達成のために政府のとった商業政策として，統制による物資配
給制をあげることができる。その内容の第一とされるものは，“配給統制”
である。生産財の計画配給は，戦争遂行に最緊急とされる重工業部門への
機械，石油，その他の資材の確保と配給をその目的としている。消費財の
配給統制は，軍需品優先の生産において，国民一般に対する生活必需品の
最低限供給を意味する。
　生産財の配給は『物資動員計画』にのっとり，物資ごとに（例えば，鉄
鋼，石炭・石油・セメントなど）各工場の消費実績，生産能力，重要度に
応じて「統制会社」36）（一般に，出資は半官半民で，そのうちの民間資本の
大部分は生産カルテルのメンバーや三井物産，三菱商事といった商社，あ
るいは生産カルテルに従う指定問屋の出資であった）に売渡される。戦後，
これらの統制会社は解放し，　「営団」や「公団」に改組されるにいたった。
　国内消費者に対する消費財の配給は，1人当り消費量を年齢，職業を考
慮して決定し，それを切符ないしは通帳にして配給する。米・麦類など主
要食糧に対する通帳制，砂糖・味噌・醤油などに対する個別切符制（割当
物資間に代替性が認められず，選択できない切符制），そして菓子，衣料
に対する点数代替式総合切符制（例えば，1人当り割当点数を100点とし
て，切符の綴りを渡し，ハンカチ5点，シャツ20点，上着60点のように個
々の商品アイテムに点数をきめていた訂））が実施されていた。そして，砂
糖，味噌，醤油，油類，スフ，タオル，メリヤス，毛織物，既製服，マッ
チ，石けんなどあらゆる生活必需関係品に統制会社が設置され，国家統制
の強力であった米・麦等主要食糧に対しては小売商の米屋が廃止・統合さ
れ「営団」が設置されていた。
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　国内商業統制としての内容の第2は“物価統制”である。物価統制の商
業機能への影響として投機の排除と手数料の引下げを代表とする商業利益
の制限をあげることができる。投機の排除は取引所を休廃状態におちいら
せ，戦後の「商品取引所法」　（昭和25年）が制定されるまでその活動は無
実なものであった。
　一般に，戦時中における営業には自由性はみられなかった。商業取引を
続けるだけの商品量もなく，すべての商品が統制枠内のルートにのらねば
ならないし，店頭看板は，実質的に開店休業を示すものに過ぎなかった。
　2　経済の民主化と商業政策
　戦後，食料危機とインフレーションの進むなかで，昭和23年春立から漸
く生産力が復活しはじめた。経済復興の進展は価格・配給の強力な統制を
撤廃する方向に導いた。営業自由の原則も回復され，流通業者の活動も，
一部において復旧された。
　ポソダム宣言（第10項）の「日本国政府は日本国民の間における民主主
義的傾向の復活と強化に対する一切の障害を除去しなけれぽならない」に
従って，経済の民主化が緊急課題となり，農地改革，労働組合法，労働基
準法の制定とともに「財閥解体」および「独占禁止法」の制定がGHQ
（占領軍総司令部）によって指示された。「過度経済力集中排除法」（昭和
22年制定，同30年廃止），「私的独占の禁止および公正取引の確保に関する
法律」　（昭和22年制定，同24年，28年等，最終61年改正）などがその関連
法である。この独占禁止法の主たる内容は，私的独占の禁止，不当な取引
制限の禁止，株式保有，役員の兼任，合併や営業の譲渡制限，そして不公
正な取引方法の制限などである。同法では，これらの取引行為に対し，公
正取引委員会の罰則が定められ，また，同委員会による「再販売価格維持
契約」により，独占禁止法の適用除外を指定されている品目（医薬品〔26
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品目〕，化粧品〔小売価格1，000円以下〕，著作物〔書籍，i雑誌，新聞，楽
譜，レコードなど〕）が決められている。
　また，「協同組合」を組織して，経済活動の民主化を図る目的から，農
業協同組合法（昭和22年，農業団体法と蚕糸業組合法を廃止），商工協同
組合法（昭和22年，商工組合法を廃止），消費生活協同組合法（昭和23年，
産業組合法を廃止してつくられた消費者の協同組合），水産業協同組合法
（昭和23年），中小企業等協同組合法（昭和24年，前記の商工協同組合法
ならびに市街地信用組合法，林業会法を廃止し，蚕糸業法による蚕糸協同
組合および旧塩専売法による二業組合を統合してつくられたもの）の諸法
である。協同組合は，イギリスの社会主義者のロバート・オウエン（R，
Owen，1771－1858）の思想に基づくもので，その本質は“協同主義”と
“相互主義”38－Pだとされる。前者は組合員の事業または家計を助成する
ことを目的にするが組合自身の営利を目的としないことをいう。また後者
は組合員だけに限って，その事業が行われ，組合員以外のもののためには
行われないことを意味するものである。
　3　中小企業の保護・育成と商業政策
　大企業の場合は，さほど，経済環境に影響されないが，中小企業が環境
要因によって著しい打撃をうけることが間々あるので，中小企業の育成・
保護政策は重要な政策となっていた。
　百貨店は多数の小売業の中で，最大の資本力と近代経営をもってする大
規模店舗で，一般の中小小売商に及ぼす影響力も大であった。政府は，昭
和12年，「百貨店法」を制定し，営業を許可制にし，支店の新設や売場の
拡張は許可事項としていた。
　戦争後の経済復興期においては，ことに消費の衰退が著しく，「百貨店
法」自体の存在意義は薄くなり，昭和22年に廃止された。しかしその後の
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経済復興とともに，百貨店は，国内消費経済の中心的・代表的小売流通組
織としての復活を果たすことになり，その他の小売業態の企業に影響を及
ぼすに至った。そこで，再び，「百貨店法」が昭和31年に制定された。同
法では，百貨店の新設，床面積の増加などを許可制にし，これを審議する
ための機関として，“百貨店審議会”を設置することにした。
　また，昭和32年「中小企業団体の組織に関する法律」が制定された。こ
の法律は「中小企業安定法」　（昭和28年）に代わって制定されたものであ
るが，中小企業を，①資本額または出資総額が1億円以下の会社並びに常
時使用人員数300人以下の会社および個人，②資本額または出資総額1，000
万円以下の会社並びに常時使用人員数50人以下の会社および個人，③その
他政令で定められるものと規定している。
　さらに，中小企業レベルでの小売商を保護し，大企業との調整をはかる
目的から「小売商業調整特別措置法」略して「商調法」　（昭和34年）が制
定された。この法律は昭和54年置改正され，“伝統的な小売商”（マーケッ
トといわれる）や「商店街振興組合法」　（昭和37年夏に基づく商店街振興
組合などの存在意義を明確にした。
　中小企業老を保護育成する目的のもとに，政府の積極政策が実行されは
じめたのは昭和40年の声をきいてからである。“流通革命”の進行するな
か，資本自由化などの環境変化に適応する諸政策が必要となっていた。昭
和41年，日本的風土に最適とされた自由連鎖店政策（ボランタリー・チェ
ーン政策）がとられ，これまでの協業化政策（例えば，店舗共同化，仕入
れ共同化など）をさらに一歩前進させることになった。
　昭和43年，先に述べた積極中小商業保護政策の基盤ともなった『流通近
代化の展望と課題』（通産大臣諮問機関の産業構造審議会が答申したもの）
が明確にされ，従来からの保護政策を大幅に転換させた近代化政策が推進
されることになった。
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　百貨店，スーパー・マーケット，チェーン・ストア，専門店，ショッピ
ング・センターなどの多くの小売業態が競い，流通業界は競争激化の方向
であった。その中で店舗の新設・増設などに対する規制は，百貨店だけに
対するもので，他の業態に対しては全く野放しの状態であった。そこで，
大規模組織と中小規模組織の競争関係の調整を目的に「大規模小売店舗に
おける小売業の事業活動の調整に関する法律」（略して大店法，昭和49年）
が制定施行され，百貨店，月賦販売店，スーパー，専門店など大規模小売
店舗の新・増設，閉店時間，休業日数などが調整されることになった。こ
の法律は，百貨店，スーパーマーケット，専門店など業態が何であれ，大
規模組織はすべて法律が適用されるので，前述の「百貨店法」（昭和31年）
はいちおう廃止されることになった。
　また，昭和48年のオイルショック後の不況下に，大企業が中小企業の事
業分野に相次いで進出し，クリーニング業や豆腐製造業などで問題が続出
し，中小企業者の要求をうけて立法化されたものに，『中小企業事業分野
調整法』　（昭和52年9月施行）がある。この法律の目的は，一般消費者の
利益確保を配慮しつつ，大企業の事業開始（または拡大）に関して，事業
活動の調整をする。
　前記の49年に制定施行された大店法は昭和54年4月より，「大店法新法」
として改正施行された。主要改正点は，調整（届け出制）対象店舗面積の
下限が引き下げられた。これまでの同面積1，500平方メートル（政令指定
都市3，000平方メートル）以上が一律「500平方メートルを超えるもの」と
改正された。さらに昭和56年頃から，この法律の許可制導入をめぐって，
再改正を希望する動きが強くなり，57年1月より出店規制も行政指導を加
味して行なわれることになっている。また，大店法旧法制定以来，大規模
店舗の出店時において，地元の意見調整を図る場として，地元の商業者，
消費者および学識経験者の代表で組織される「商業活動調整協議会」　（略
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して商調協）が各地の商工会議所や商工会に設けられている。
　平成元年9月開始の前記の日米構造問題協議（SII）は，両国貿易不均
衡是正に向けて相互に改善努力することに目的があった。ところで，この
大店法を一部改正して規制緩和することはSIIからも緊急問題とされたの
である。そこで，大店法および輸入品専門売場特例法案が平成3年2月，
1国会に提出され，平成4年1月31日差ら施行された。
　また，規制緩和により地域中小商業者の活性化，個性的コミュニティの
形成，魅力ある商店街，商業集積の一層の整備を進展させる中小小売商業
振興法の一部改正（1991年8月施行），商業集積法銘一2）（1991年5月24日
施行），1986年制定の民活法の一部改正（1991年5月24日施行）等が公布
された。
　4　消費者保護と商業政策
　商品の品質検査，商品知識の普及，消費者教育を行う民間機関として，
アメリカにおいてはコンシューマーズ・リサーチ（1929年），コンシュー
マーズ・ユニオン（1936年）（CUでは商品テスト誌「コンシューマー・
リポーツ」を発行するがその部数は350万の多数を誇っている）がi著名で
ある。この両者とも戦前から存続し，消費者利益に忠実に，しかも，絶対
中立に運営されている。アメリカ以外でも世界先進国にはそれぞれ消費者
団体が存在し，消費者運動の中心として活動している。日本では“主婦連
～合会”（昭和48年）が古く，“日本生活協同組合連合会”（昭和51年），“全
国地域婦人団体連絡協議会”（昭和52年），　“関西主婦連”（昭和49年遅な
ど3，332団体，250万人余の会員〔1979年調査，但し，生協，生活学校を
除く〕が組織されている。
　1962年，アメリカのケネディ大統領は，「消費者利益保護に関する教書」
を議会におくり，消費者の4大基本権利一安全であること，知らされる
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こと，選択すること，意志が反映されること一を強調した。これは他の
自由諸国に対する消費者行政の推進を呼びかける結果ともなった。
　アメリカでは1960年をすぎて消費者運動の波が高くなり，1965年にはラ
ルフ・ネーダを中心に告発型の消費者運動（consumer　movement）が展
開され，その輪を広げた。そして，1969年には，“買手の権利憲章”とも
称される特別教書がニクソン大統領により議会におくられ，続いて翌1970
年には「環境汚染防止に関する教書」が議会に提出された。
　そして，アメリカにおけるコンシューマリズム（consumerism）の浸透
も，日本では1970年頃より行なわれ，このコンシューマリズムの実現手段
としての“消費者運動”と並んで，より一層盛んになってきた。
　顧れば，昭和20年の終戦以来，日本ではかなり広い範囲にわたって，消
費者保護を目的に，消費者の安全（危害防止），品質表示，規格，消費老
信用等⑱面で多くの法律が制度化されてきた。ただ大局的にいえることは，
これらの法律が，「消費者」というよりも購入したり，取引したりする一
般の「国民」に対するものであった。少なくとも下記の昭和20年代のもの
は，そのような感じがする。
　「食品衛生法」（昭和22年），「工業標準化法」（昭和24年），「農林物資の
規格化および品質表示適正化法」（昭和25年），「宅地建物取引業法」（昭和
27年），「旅行業法」（昭和27年）等である。
　昭和30年代に入ると消費者問題が顕在化し，情報における企業と消費者
との間の格差や企業の市場における支配力強化に伴って，行政による消費
者保護の必要性が高まった。そこで，商業問題がはじめて政策問題と採択
されるようになった。昭和32年には通産省の産業構造審議会に「流通部
会」が設置された。商業部会の名称が改められたのである。そして生産と
消費を結ぶ流通近代化の要請が消費者側から強く出された39－1）。
　30年代が進むにつれて，セルフ・サービス制とキャッシュ＆キャリー制
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などの新式商法をもってするスーパーマーケットが，国内各地に出店し，
小売業界に多大のインパクトを与え，消費者に対しても希望をもたらした。
　最寄り品ぽかりでなく家庭電器・自動車などの耐久消費財の売上げもマ
ス化し，必然的に購入支払方法としての月賦制，分割払い，クレジット・
カードなどの方式が利用されることになった。
　ところで，わが国における流通政策の進展に一つの大きな契機となった
ものは，昭和36年頃からの“流通革命”であった。これはイノベーション
やテクノロジーの進展を基盤にして展開されるマス・プロ構造と漸く消費
者主導になりはじめたマス購買（消費）構造に影響されて生じたものであ
る。革命的な流通形態，構造が求められることになる。この革命により，
多くの小売・卸売の経営者が業界の不安を予感したのであるが，将来への
対策と心構えについて模索し，研究することになった。
　だが政府の消費者保護政策は一段と推進され，昭和36年には経済企画庁
に国民生活向上対策審議会が設置され，38年には「消費者保護に関する答
申」が提出された。同年代の主要関係法は「割賦販売法」（昭和36年），「家
庭用品品質表示法」（昭和37年），「不当景品類および不当表示防止法」（昭
，和37年）等である。
　昭和40年代は，20～30年代の消費者保護関係法に基礎をおき，本格的な
消費者保護政策が進められた。昭和40年6月，経済企画庁に国民生活局が
設置され，消費者教育やその生活環境の整備など消費者行政の推進が約束
された。
　そして，「消費者保護基本法」の制定をみたのは昭和43年である。この
法律の目的とするところは，消費者利益の擁護と増進に，国家，企業が果
たす責務，そして消費者の役割を明確にし，その施策（取引での計量，規
格適正化，消費者意見の反映など）の基本事項を定めることであった。
　40年代が進むにつれ，政府の商業政策は一段と強化充実される。そして
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商業政策のなかでも流通機能と都市との関係，ことに流通政策と都市計画
とは重要な関係がある。そこで，都市計画を実施するために，「都市計画
法」（昭和43年），「都市再開発法」（昭和44年），流通機能のより効果的実
施を考えて「流通業務市街地の整備に関する法律」（昭和41年）が制定さ
れた39－2）。ともかく，国民消費生活の安定，向上をはかって行くためにも，
官民からの推進機関が設定されねばならない。そこで，全国自治体に設置
されるようになったのが「消費生活センター」で，苦情処理，講習会等の
啓発，商品テスト，情報提供などの活動をしている。また，昭和45年に設
立された特殊法人「国民生活センター」は前者と同様な活動を行っている。
　昭和50年代に入り，オイル・ショックの影響が小売業界にも及んだもの
の，ショッピング・センターやコンビニエンス・ストアが各地に発足し，
前進を始めた。さらに，専門店や割賦販売店，百貨店はもちろん，その他
の小売店もコンテンポラリーな性格と効率経営によってf価格・非価格の
競争を展開している。
　いっぽう，無店舗販売も昭和50年代より盛んになった。それに“特殊販
売”の領域にある訪問・通信販売も充実を見せ始めている。ただ，人的販
売活動の担い手としてのセールスマンを用いる経営において，顧客を欺き，
損失を与えるケースが多くみられるようになった。そこで，「訪問販売等
に関する法律」　（昭和51年）が制定された。だが，豊田商法，原野商法，
霊感商法など不心得セールスマンがあとをたたず，クーリングオフ制度
（cooling－off）など一段と規制を強化する方向での改正が望まれていたの
であるが，昭和63年11月に一部改正し，「指定商品」が新しく増え，「指定
役務」，「指定権利」が加えられ，クーリングオフの規定（6条），ネガテ
ィブ・オプションの規定（18条）等が消費者保護志向で強化された。同法
は平成3年7月さらに一部改正され，指定商品に株式会社や有限会社の発
行する「新聞」が追加され，指定商品の数は54品目となった。
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　商業取引の増進に伴って，一般消費者からの苦情や問い合わせも多くな
り，「消費生活相談員」（前記の消費生活センターなどの公的機関の），ヒ
ープ（HEIB）〔消費者と企業のパイプ役として活躍する女性専門家，昭和
53年発足，日本ヒープ協議会員61年現在260名〕，消費生活アドバイザー
〔昭和55年設立，61年4月現在1209人〕らの活躍が期待されるに至った。
だが，これらの人たちの権限も小さく，待遇面や業務内容などの改善が望
まれている。
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